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要約 
近年、日本では「格差社会」が問題視されている。日本社会は1980年代以降、様々な社

会経済変化に伴い格差が広がっている。このような格差の広がりは日本以外の先進国でも

起きており、OECD(2018a)は「現在多くの国で、所得階層の最下層の人々が出世するチャンス

は少なく、最も裕福な人々の大半が財産を維持している」(p.１)と声明を出しており、格差の

広がりとともに社会的流動性の停滞を示唆している。社会的流動性の停滞は、経済的、社会的、

政治的に有害な結果をもたらし、多くの才能ある人材を失うことになり、潜在的な経済成

長が損なわれる。  
 現在の日本は、格差の広がりとともに子どもの相対的貧困率も高まっている。子どもの

貧困は教育格差や体験格差の問題も副次的に生み出し、子どもの学力にも影響を与え、貧

困の家庭の子どもは十分な学力を得ることができず、高等教育進学の道が閉ざされてしま

うサイクルが生まれているため、社会的流動性の停滞が起きているのではないかと仮定し

た。社会的流動性を高めるために、本稿では、教育格差や体験格差といった学習環境の欠

落により、潜在的な能力を持っているにも関わらず埋もれたままになってしまう相対的貧

困家庭の子どもに対し教育でアプローチし飛躍できるチャンスを与え、人生のスタートラ

インが違っても、誰もが活躍できる社会を目指す。よって、本稿では現在の日本の教育制

度は貧困児童の潜在的な能力を引き出し飛躍させるチャンスが欠けていることを問題意識

とし、まず日本の正確な実情を把握するために「社会的流動性の程度を分析すること」を

研究目的①とし、さらに、アメリカやイギリスの相対的貧困の子どもに対し教育環境を整

えたことで、子どもの学力・学習意欲が上昇した例から「成人後の経済的水準ランクと小

学生時の学習環境や学習意欲との関連性を分析すること」を研究目的②とし、新しい教育

制度を提案する際の根拠とした。  
 先行研究として、社会的流動性の分析を行っている佐藤ら(2007)や幼少期の家庭環境や

非認知能力が、学歴や雇用形態、賃金にどのような影響を与えているかを検証した戸田ら

(2014)等を取り上げた。先行研究の限界を踏まえ、本稿の新規性は①独自のアンケートを

行い、３世代にわたる世代間の所得移動を最新のデータを用いて分析し、長期的な社会的

流動性の分析を行うこと、②小学生時の学習意欲が将来の社会的生活水準に影響を与えて

いるという新たな視点から分析すること、③小学生時の周囲の環境と学習意欲との関連性

について分析を行うこと、である。  
 分析では、仮説１「年々、社会的流動性が低下している。」仮説２「小学生時の学習意

欲が将来の社会的経済生活水準に影響を与えている。」仮説３「小学生時の周囲の環境が

学習意欲に影響を与えている。」の３点について検証した。結果として、仮説１について

は、長期的に社会階層が固定されていることが判明した。仮説２、３について、小学生時

の学習意欲は将来の社会階層に関係していること、小学生時の周囲の環境は学習意欲に影

響を与えていることが明らかとなった。さらに、小学生時の学習意欲に対し正の有意が示

された「放課後、家族や友人、近所の人など話し相手がいた」の項目に特に着目し、京都

市の放課後まなび教室、共同学童保育所へヒアリング調査を行った。 

 政策提言では、実証分析、ヒアリング調査及びその考察によって判明した課題を踏まえ、

新たな放課後の教育事業『ときめき きらめき 教室』を提言し、事業において、I.内容の

制度化、II. 良質な運営スタッフの提供の２点を立案した。政策提言 I について、現状で

は、放課後教育の実施内容は地方自治体にほぼ一任されているという課題から、利用時間、
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日数、カリキュラムの詳細を国が定めることを提言した。カリキュラム内容を学習面ほか

多様な項目を充実させることにより、学力及び意欲を育み、将来の選択肢を広げることを

期待する。政策提言 IIについて、現状では学校と事業の連携が不充分であるとの課題から、

各小学校に一定数、事業運営正社員の駐在を提言した。さらに、教職課程における放課後

実習を義務化する。分析にて「小学生時、好きな先生がいた」の項目において小学生時の

学習意欲に対し正の有意が見られたことから、教員の質向上を目的とする。放課後の話し

相手という点についても、正社員、教育実習生、加えて現状携わっている地域のボランテ

ィアスタッフと、多様な提供ができる。 

 以上の提言により、貧困家庭の子どもに能力を引き出す機会を与え、結果として社会的

流動性を促進させることを期待する。 
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はじめに 
 かつて日本は、池田勇人元内閣総理大臣による「国民所得倍増計画1」により、1963年度

には経済成長率実質 7.5%、名目 11.1%という驚異的な経済成長を遂げる高度経済成長期2を

経て(朝日新聞,1963)、「一億総中流社会3」という言葉に代表されるように、生活水準は

向上した。しかし最近では、内閣府(2020)によると、富裕層の富裕化ではなく低所得層の

貧困化が進んでいることから、いわゆる「格差社会化」が進行している。 

現在の日本は、「失われた 30 年」と揶揄されるように 1990 年代より経済低迷に陥って

30 年が経っており、また、今後の日本経済に大きな飛躍があるとも現状では考え難い。日

本社会の活力を向上させるためには、すべての個人に平等に機会が与えられ、それを活か

した個人が自身の経済的状況が改善されていく社会、すなわち、社会的流動性を向上させ

ることが重要だろう。 

本稿では、社会的流動性を促進する鍵は、相対的な貧困にある層の子ども達の、教育機

会の増強にあると考えた。相対的貧困層の子ども達が受けている教育機会や体験機会が相

対的に不十分になっている現状で、彼らの潜在的な能力を引き出し飛躍させるチャンスを

教育によって創りだし、誰もが生まれた時点のスタートラインに関係なく活躍できる社会

的流動性が高い社会を目指す。 

本稿は、次のように構成されている。第１章では現状分析として、子どもの貧困の問題

解決の重要性を説く。第２章では、社会的流動性並びに幼少期の子供の教育環境に関する

先行研究をサーベイし、本稿の位置づけについて述べる。第３章では、独自のアンケート

調査によって得たデータから、日本における社会的流動性の現状と、教育環境及び学習意

欲と成人後の経済的水準ランクとの関連性を分析する。また、特に放課後教育に焦点をあ

てて、教育機関にインタビュー調査を行った。以上を踏まえ、第４章では、今後の日本の

放課後教育のあり方を「ときめき創造」というコンセプトの下で政策提言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 
1	昭和 35年に掲げられた長期経済政策。10 年間で国民の所得を 2倍にすると宣言した。 
2 1955年～1973年までの 19年間を指す。 
3大多数の日本人が、自分は中流階級に属すると考えていること。 
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第１章 現状分析 
第１節 社会的流動性とは 
第１項 社会的流動性の定義 

 社会的流動性、すなわち社会移動(social mobility)とは、内閣府(2015)によると、人々

が社会における地位をどの程度自由に改善することができるかを示す尺度である。これは、

全世界で経済的な不平等が拡大していることから、世界経済フォーラム(WEF)が、今年度

より、世界的に調査を始めた指標である「ソーシャル・モビリティ」と同意義である。また、

OECD(2018)では、「現在多くの国で、所得階層の最下層の人々が出世するチャンスは少なく、

最も裕福な人々の大半が財産を維持している」(p.１)と陳述しており、社会的流動性の停滞を

示唆している。 

 

第２項 日本における格差の現状 
 まず、社会的流動性の問題の根本にあるのは経済的格差の存在である。近年の日本は経

済的格差が拡大傾向にある。厚生労働省政策統括官「所得再分配調査報告書」から、所得

格差を示す当初所得4ジニ係数が 33 年間常に上昇していることがわかる。ジニ係数とは、

所得格差や不平等の指数として用いられ、０から１の間に数字がとられ、１に近いほど格

差が大きい社会であり、０に近いほど格差が小さい社会であることを表している。図１よ

り、1981 年のジニ係数は 0.3515で、バブル景気5以前である 1985年以前は 0.4以下に収ま

っていたが、2005 年からは常に 0.5 を超えており、所得再分配が行われる前段階である実

質的な所得格差の拡大が顕著に示されている。森口(2017)でも、1960 年代後半には、「一

億総中流」と呼ばれる広範な中流意識が生まれ、日本型平等社会が形成されたが、1980 年

代以降の少子高齢化や世帯規模の縮小、国際競争の激化、バブル崩壊・アジア通貨危機・

リーマンショックなどの金融危機、景気低迷といった様々な社会経済環境の変化によって、

日本型平等社会は揺らぎ、所得格差の広がりに繋がったと陳述している。 

 

 
4 雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、財産所得、家内労働所得及び雑収入並びに私

的給付（仕送り、企業年金、生命保険金等の合計額）の合計額 
5 1986年 12月から 1991 年 2月頃までの期間の好景気	
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 出所:厚生労働省政策統括官「所得再分配調査報告書」より筆者作成 

図１ 当初所得ジニ係数の推移 

 

 

 

第３項 社会的流動性の促進と教育 
社会的流動性、すなわち格差の世代間固定がもたらす問題について、OECD(2018a)は

「これは、経済的、社会的、政治的に有害な結果をもたらしている。上への流動性がない

と多くの才能ある人材を失うことになり、潜在的な経済成長が損なわれる。」(p.１)と述

べている。つまり、社会的流動性を促すことにより、潜在的な経済成長が期待できる。ま

た、日本における社会的流動性の促進については、OECD(2018a)は「人生のスタート時点

で恵まれなかったという負荷を軽減できるように個々人に権限を与え能力を強化すること

が求められている」(p.２)と述べている。これらを踏まえ、本稿では、生まれながらに経

済的に恵まれない才能ある人材を埋もれたままにしないため、教育により彼らを引き上げ、

その果実を社会に還元させ、潜在的な経済成長を生み出すことを目指す(図２）。 
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                                   (筆者作成) 

図２ 社会的流動性を促す過程（イメージ図） 

 

第２節 格差社会における教育 
第１項 格差を起因とする子どもの貧困 
 上述したように、当初所得のジニ係数の上昇から確認できる経済的格差の拡大とともに、

近年、子どもの相対的貧困率6も上昇もしている。阿部(2012)は『「相対的貧困」とは、人

がある社会のなかで生活を営む際に、その社会のほとんどの人が享受している「普通」の

習慣や行為を行うことができないことを指す』(p.364)と相対的貧困を定義づけている。

すなわち、この定義による子どもの相対的貧困とは、普通の子どもが体験できる遊び、給

食、部活、修学旅行などの当たり前の日常体験やさらに、高校などの高等教育の教育機会

を得られないなどという問題を抱えているということになり、このことは、子どもの体験

格差や教育格差の問題にも繋がる。図３は、厚生労働省(2019)『国民生活基礎調査』から、

日本の 17歳以下の子どもの相対的貧困率を示した図であるが、相対的貧困率は常に上昇ト

レンドであることがわかる。また、2018 年の子どもの相対的貧困率は 13.5％で、７人に１

人の子どもが貧困状態に陥っている。 

 

 
6	一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合である。貧困線と

は、等価可処分所得の中央値の半分の額のことを言う。	
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注：⑴1994(平成６)年の数値は、兵庫県を除いたものである。 

 ⑵2015(平成 27)年の数値は、熊本県を除いたものである。 

 ⑶相対的貧困率は、OECD の作成基準に基づいて算出している。 

出所:厚生労働省(2009)『国民生活基礎調査』より筆者作成 

図３ 日本の子どもの相対的貧困率 

 

また、OECD(2016)Family database “Child poverty”では、日本の子どもの相対的貧困

率は 13.9％で、OECD加盟国 34か国中で上から 13番目に位置しており、OECD平均より 0.8

ポイント高くなっていることが報告されている(図４)。このように、日本における子ども

の貧困問題は世界的にみても決して楽観を許さない状況である。 

 

          

 

 

 
(％) 

10.9

12.9 12.8
12.2

13.4
14.4

13.7
14.2

15.7
16.3

13.9 13.5

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015 2018

(％）

（年）



ISFJ2020 最終論文 
 

10 

 

  
出所:OECD(2016) Family database “Child poverty”より筆者作成 

図４ OECD加盟国の子どもの相対的貧困率 

 

第２項 子どもの貧困から生じる問題 
このような子どもの貧困は、先述したように教育格差・体験格差の問題を副次的に生じ

させ、子ども自身の学力に影響を及ぼすということがさらに問題である。国立大学法人お

茶の水女子大学(2018)が行った「保護者に対する調査の結果と学力等との関係の専門的な

分析に関する調査研究」による、世帯収入と子どもの学力(正答率，％)との関係の分析結

果から、小６の子ども(図５)は、どの教科においても、親の世帯年収が高いほど、子ども

の学力が高い傾向が見られる。中３の子ども(図６)についてもこの傾向は同様である。 

卯月ら(2016)では、親の世帯所得が子どもの学力形成に影響するメカニズムについて言

及している。世帯所得と学校外学習時間の関係について分析しており、世帯所得は学校外

学習時間に相関し、これは部分的に世帯所得が学校外教育支出に影響を与えることにより

説明されるとしている。すなわち、世帯年収が高ければ、学校外教育支出が高くなるとと

もに、学校外教育時間が長くなり、学力が向上するというメカニズムになっている。反対

に、貧困状態にある子どもは低所得による学力と学習外時間において不利になっていると

示唆している。つまり、親の世帯所得により、学校外教育支出が規定され、間接的に親の

収入が子どもの学力に影響を与えており、教育格差が生まれている。 
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図５ 親の所得と小６の子どもの学力の関係 

 

 
出所:「保護者に対する調査の結果と学力等との関係の専門的な分析に関する調査研究」

(2018)より筆者作成 

図６ 親の所得と中３の子どもの学力の関係 

 

また、世帯による投資費の格差から体験格差も生じさせる。松岡(2016)によると、21 世
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紀出生児縦断調査のデータより、小学校時の習い事参加率を調査した結果から、高 SES7世

帯に産まれた子供は習い事の参加種類数が増えることが示されている。また、高 SES 世帯

は習い事の開始も早くその種類数増加傾向の強いことが判明された。このことにより、小

学生時の教育において、親の社会経済的背景により体験格差が生じていると言える。 

また、第３章で詳述するが、本稿執筆にあたって行ったアンケート調査(2020 年８月実

施)によって得たデータから、本人の年収と最終学歴の関係を分析したところ、最終学歴

が中学校の場合では、年収が 500 万円以下の割合が最も高く 83.7％を占めており、最終学

歴が高校、大学、大学院と上がるにつれて年収 500 万円以下の割合が減っていくことや最

終学歴が上がるにつれ高所得者の割合が高まっている(図７)。このことから、最終学歴が

本人の年収に影響していると言えるだろう。事実、安井ら(2009)では、日本のマイクロデ

ータを用いて教育による賃金への効果を分析した結果、教育年数が１年追加した場合、賃

金を９％上昇させることを明らかにしている。 

 

 
 

出所:独自アンケート調査より筆者作成 

図７ 最終学歴と本人の年収の関係 

第３節 子どもの貧困と教育投資について 
ここまで、日本の子どもの相対的貧困率が上昇し、子どもの貧困が深刻化していると述

 
7	家庭の社会経済的背景のこと。保護者に対する調査結果から、家庭所得、父親学歴、母

親学歴の三つの変数を合成した指標。資本の総量。文化資本と経済資本の総量を表す指

標。	
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べた。本節では、そのような子どもの貧困を放置することが社会にどのような影響を及ぼ

すのかについて述べる。また、日本の教育への財政支出の現状を改めて見直した上で子ど

もの貧困を解消することの重要性を指摘するとともに、その財源として支出額の増加の必

要性について言及する。 

 

第１項 子どもの貧困を放置した時の社会的損失 
公益財団法人日本財団子どもの貧困対策チーム(2016)では、子どもの貧困を放置すると

将来的な社会的損失は 40兆円を超えると指摘している。ここでの社会的損失とは、貧困が

放置されている現状と格差が改善された後の双方について、現在 15 歳以上の子どもが 19

～64 歳までに得る所得、税・社会保険料収入、及び社会保障給付を算出し、その差額分と

している。図８は、貧困世帯の子どもの進学率や中退率が現状のまま放置したケースと高

校進学率及び高校中退率が非貧困世帯並みになり、かつ、貧困世帯の子どもの大学等進学

率が 22％上昇した改善後のケースを比較している。子どもの貧困を放置した場合、大学を

卒業する子どもが 34,000 人と見込まれ、子どもの貧困を改善することにより 62,000 人が

大学を卒業できると見込まれる。つまり、現状を改善することで大卒者が 28,000 人増加す

ると予測される。その一方で、貧困世帯の子どもの進学率や中退率が現状のまま放置され

た場合、中卒に留まってしまう子どもは 32,000 人と見込まれており、改善すると 8,000 人

に減少すると見込まれる。子どもの貧困の改善によって中卒に留まる子どもを４分の１に

減らすことができる。 

  
出所:公益財団法人日本財団 子どもの貧困対策チーム(2016) P.68 図表 17 をもとに筆者

作成 

図８ 貧困を放置した場合と改善した場合の学歴の差 

 

貧困家庭の子どもを放置すると大卒者が減少し、将来生み出す所得が減り、経済が縮小

する。所得や経済規模が縮小すると、税・社会保険料収入が減少する。また、そうした

人々が職を失えば、生活保護や失業給付などの社会保障給付が増加することにも繋がり、
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負のスパイラルに陥ることが懸念される。 

 

第２項 日本の財政における教育歳出の割合 
前述したように、子どもの貧困を放置した場合、社会的損失は莫大であるため政府は積

極的に教育支出や子どもを持つ貧困家庭に社会保障費を支出することが必要であろう。し

かし、財務省(2018)「平成 30 年度歳入・歳出の概要」によって日本の支出済歳出額の内訳

をみると、平成 30年度の支出済歳出額(98兆 9,747億円)における社会保障費は 32兆 5,691

億円であり、支出済歳出額の 33％を占めている(図９)。また、年金や医療、介護などの社

会保障費と、地方の財政力の差の調整や財源の保障のための地方交付税交付金と、国債の

元利払いにあてられる国債費で、歳出額の 70％以上を占めている。一方で、教育や科学技

術の発展のために使われる文教及び科学振興費は５兆 7,482 億円であり、現状では、支出

済歳出額のわずか６％の予算が充当されているに過ぎない。 

 

 
出所:財務省(2018)「平成 30 年度 歳入・歳出の概要」より筆者作成 

図９ 日本の支出済歳出額の内訳 

 

また、本来は高所得者から低所得者へ所得が分配される所得再分配機能は、子どもなど

の若年層には十分に機能していない現状にある。 

図 10 は、厚生労働省が表記する 2000 年代中頃の日本とその他 OECD加盟国の所得再分配

前後でみた子どもの相対的貧困率水準の比較である。日本以外の国は、当初所得と比較し

再分配後には子どもの相対的貧困率は低くなっているが、日本のみが高くなっている。日

本の歳出の３割を社会保障関連費が占めているが、子どもの貧困が所得再分配で解消して
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いない現状なる。厚生労働省(2011)でも「社会保障機能の再配分機能が高齢世帯に偏りす

ぎ、若年の貧困世帯に及んでいない」(p.109)と指摘している。 

 

 
 

出所:厚生労働省(2011)「平成 23年度版厚生労働白書本図表バックデータ」より筆者作成 

図 10 所得再分配の前後でみた子どもの相対的貧困率水準の比較(2000 年代中頃) 

 

第４節 貧困是正のための海外と日本における

教育制度 
第１項 海外における子どもの貧困に対する教育制度 
本項では、ここまで述べてきた子どもの貧困に対し、各国が行っている教育制度につい

て紹介する。 

⑴イギリス：拡大学校 

イギリスでは子どもの貧困に対し多くの政策を打ち出してきた結果、1997年から2010年

までに、子どもの相対的貧困率を 26％から 18％に約３割低下させることに成功している。

児童手当やタックス・クレジット8といった経済的支援、相対的貧困率が高い地域に親に対

する育児支援、就労支援などを行うチルドレンズセンター9の設置などといった支援事業に

 
8	児童手当とは別の現金給付による支援で、納税額が一定額を下回る 16 歳未満の子どもを

持つ親に、年額 9 万円の基本額と子ども一人につき最高 40 万円程度を給付するもの	
9	各地域の実情あったサービスが提供される。具体的には、就学前の子どものための保育

やアクティビティ、妊娠中からの両親からの支援、保育サービス、住居や財政の相談、言

葉の問題や障害への支援、就労支援などが提供される。	
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加え、拡大学校(Extended School)といった新しい学校教育制度を創設した。拡大学校とは、

学校外時間外の学校を開放し、児童生徒とその保護者および地域の人々を対象とし、教

育・福祉活動など広範にわたるサービスを提供するものである。各学校が裁量を持って実

施するもので、2010 年９月の時点では、拡大サービスを提供する学校は全体の 99％に達し

ている。拡大学校の目的としては、社会経済的な要因に起因する児童の学力到達度の格差

を是正することであり、期待される効果としては、Department for Education(2011)によ

ると、生徒に対して学習と達成の向上、学習に対する前向きな姿勢の高まり、モチベーシ

ョンと自尊心の向上などが挙げられている。拡大学校での主たる活動である学習支援は、

補習などといった座学中心の学習活動のみに限定せず、児童の社交面・行動面における個

人的成長や、学校及び学習に対する態度の向上・改善などを目的にしたものも含まれてお

り、低学年には音楽や図画工作などといった楽しむことに重点を置いた活動を中心に行う

などといった工夫も各学校でされている。また、池本(2014)によると、拡大学校の取り組

みにより７割の学校では、親や子どもが学習に意欲的になり、学校が楽しいと思う子ども

が増加し、３分の２の学校では学力向上にも一定の効果があったと評価している。また、

生徒からの評価も、半数の生徒は学校が楽しくなり、成績にもプラスに評価するとのと記

述があり、拡大学校の教育環境の是正といった取り組みは一定の効果があると言えるだろ

う。 

 

⑵アメリカ：ヘッドスタート 

アメリカは子どもの相対的貧困率が 20.9％であり、先進国の中でもかなり子どもの貧困

問題は深刻になっている。アメリカが公的に行っている子どもの貧困問題に対処するため

の教育制度は、保健福祉省が行っているヘッドスタート及び早期ヘッドスタート事業が挙

げられる。近年、就学前教育が重要視されている。James・Heckmanによるペリー就学前プ

ロジェクトでは、就学前教育は、非認知能力・その後の教育水準・生涯所得を高め、投資

収益率が高いことがわかっている。また、同じような境遇にあった子どもたち同士を 40

歳になった時点で、介入実験を受けた子どもと受けていない子どもを比較したところ、介

入実験を受けた子どもたちは高校卒業の比率・所得・持ち家率が高く、婚外子を持つ比

率・生活保護自給率・逮捕者率が低かったと記録されているなど、就学前教育に一定の効

果があることが実証されている。OECD(2017)よりプリスクールに通っている割合は、フラ

ンス・英国が 100％、日本が 91.4％、OECD平均が 87.2％であるのに対し、アメリカは

66.1％であり、アメリカの３～５歳児の３人に１人が就学前教育を受け入れていない現状

にある。アメリカではプリスクールの自己負担金が高額であり、就学前教育のアクセスが

難しくなっているからである。このような現状のなか、1960 年代の半ばにヘッドスタート

が始まった。ヘッドスタート事業は、大戸(1977)によると「一定所得水準以下の子どもた

ちを対象に、彼らに不足するものを多面的に補うことによって、中流階級の水準に近づ

け、それによって、学校への適応を高めようとする政策」(p.20)である。このような目的

のもと行われたヘッドスタート事業は、一定の効果が得られると評価されている。

OPRE(2013)では、「教師は、ヘッドスタートの修了までに、参加した子どもたちはより高

い社会的スキル、より高い学習に対するアプローチを得ており、また、問題行動を起こす

ことが少ない。」(p.５,訳は引用者による)と述べている。また、Laurenら(2016)では、

「ヘッドスタートは教育成果を向上させ、参加者が高校を卒業し、大学に通い、中等教育

後の学位、免許を受ける可能性が高い。」(p.1,訳は引用者による)と、ヘッドスタートが

修了後の子どもの歩みにも影響を与えていることを述べている。 
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イギリス・アメリカともに子どもの貧困に対して行った事業内容は異なっているが、共

通点は、子どもの貧困に対し積極的に介入し、子どもの学力や学習に対する態度へ一定の

効果が示されている点にある。 

 

第２項 日本における子どもの貧困に対する教育制度 
 日本では、子どもの貧困に対し行っている政策は、子ども手当や就学援助などといった

金銭的援助や幼児教育・保育・高等教育の無償化といった支援が主となっており、教育面

で子どもの貧困に対しアプローチしている例は少ない。 

そのような中、大阪市は、塾代助成事業として、学校外教育の助成を行っている。塾代

助成事業とは、子育て世帯の経済的負担を軽減するとともに、子どもたちの学力や学習意

欲、個性や才能を伸ばす機会を提供するため、一定の所得要件10を設け、市内在住中学生

の約５割を対象として、学習塾や家庭教師、文化・スポーツ教室等の学校外教育に書かか

る費用について月額１万円を上限に、助成する事業である。大阪市が生徒にアンケート調

査を行ったところ、塾代助成を利用することによって、生徒の 69.0％が成績が良くなった

と回答している。また、保護者に対するアンケートで、塾代助成を利用してからの子ども

の成績の変化について質問したところ、67.3％が成績が良くなったと回答している。この

ことから、塾代助成事業が、学力向上に一定の効果をもたらしていることが伺える。また

同様に塾代助成を利用してからの学習意欲について生徒及び生徒の保護者に質問したとこ

ろ、生徒の 66.0％、保護者の 67.7％が学習意欲が向上したと回答しており、学力とともに

学習意欲の向上にも塾代助成事業が貢献していることがわかる。 

 一方、国では、子どもの学校外教育が行われる中心である放課後において、放課後子ど

もクラブや放課後子ども教室をさらに普及させるため「新・放課後子ども総合プラン」を

推進している。「新・放課後子ども総合プラン」は 2018 年９月に策定され、女性の就業率

の上昇等といった背景から生じている「小１の壁11」「待機児童」問題を解消するため、

全ての児童が放課後を安心・安全に過ごし、多様な体験・活動を行えるよう、放課後児童

クラブと放課後子ども教室の両事業の計画的な整備等を推進するため、新たに策定された

プランである。「新・放課後子ども総合プラン」では、①放課後児童クラブについて、

2021 年度末までに約 25 万人分を整備し、待機児童解消を目指し、その後も女性就業率の

上昇を踏まえ 2023 年度末までに計約 30 万人分の受け皿を整備する、②全ての小学校区で、 

両事業を一体的に又は連携して実施し、うち小学校内で一体型として１万箇所以上で実施

することを目指す、③両事業を新たに整備する場合には、学校施設を徹底的に活用するこ

ととし、新たに開設する放課後児童クラブの約 80％を小学校内で実施することを目指す、

④子どもの主体性を尊重し、子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底し、

子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る,上の４つを目標に掲げている。目標

の１つである放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体化であるが、下記の図 11 の通り、

両者は似ているが、それぞれ異なっている点もある。例えば、放課後児童クラブは共働き

家庭も小１から小３までの児童に限られているが、放課後子ども教室はすべての小学生が

利用可能で誰でも利用できる。 

 

 
10	扶養親族等の数が 0 人の場合は 322 万円、1 人の場合は 360 万円、2 人の場合は 398 万
円	
11	保育園時代よりも、仕事と子育ての両立がしづらくなること	
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出所:宮城県(2020)「放課後子ども総合プラン推進事業 一体的な実施のためのリーフレ

ット」より筆者作成 

図 11 放課後児童クラブと放課後子ども教室の違い 

  

このような学校外活動の拡充はイギリスの拡大学校と似たような取り組みであるが、日

本は子どもの貧困問題に対応しているわけではなく、「小１の壁」「待機児童」といった

女性の就業に伴う問題の解消が先行している現状にある。また、公益財団法人日本財団

(2018)によると、学童保育利用者と非利用者で、学力平均偏差値、生活習慣・学習習慣・

成功体験・思いを伝える能力・問題解消力といった非認知的能力いずれの指標についても、

統計的に有意に上昇していることは確認できず、現行の学童保育は子どもに効果的に働き

かけていないことがわかる。 

 

 

第５節 問題意識 
第２節で述べたように、親の年収が低い子どもは学力が低く、さらに最終学歴が本人の

年収に影響するという負の連鎖が生じているのが現状である。親が低所得で子どもが貧困

状態にある場合、高所得世帯ほどには十分な教育環境に恵まれず、さらに高校もしくは大

学などの高等教育へ思うように進学ができず、十分な収入が得ることができないといった

一定のサイクルが生まれており(図 12)、社会的流動性が低下していることを考察した。こ

のような状況の中で、本稿は、社会的流動性を促進する鍵は、相対的な貧困にある層の子

ども達の教育機会の増強にあるとの問題意識の下、誰もが生まれた時点のスタートライン

に関係なく飛躍できる社会的流動性が高い社会の形成の実現を目指して、執筆するもので

ある。 
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この問題意識の下、以下の分析では「日本の社会的流動性の実態を、先行研究よりもさ

らに詳細に分析すること」を第１の課題とする。そして、卯月ら(2016)や神橋ら(2019)が

学校外教育機会や学習への意識と子どもの学力との関連を述べていたことや、イギリスや

アメリカが子どもの学習環境を整備したことにより学習への意欲や意識を変化させること

に成功させたという事例を参考に、「成人後の経済的水準ランクと小学生時の学習環境や

学習意欲との関連性」を実証的に明らかにすることを第２の分析課題とする。そして、こ

れらの分析結果を踏まえた上で、今後の日本の教育のあり方を、放課後教育における「と

きめき創造」というコンセプトから提言することを最終目的とする。 

 

 

 

図 12 貧困のサイクル 

（筆者作成） 

 

 

 



ISFJ2020 最終論文 
 

20 

 

第 2 章 先行研究及び本稿の位置

づけ 
第１節 先行研究	
 本稿での主要な先行研究として、以下、第１項で社会階層の固定化に着目した論文、第

２項で幼児期の学習環境が将来与える影響、第３項では子どもの学習意欲と貧困の関連性

に着目した論文をサーベイし、これを踏まえた上で本研究の位置づけを示す。	
  
第１項 世代間固定の連鎖	

小塩・妹尾(2003)は、「人的資本論と教育の収益率」「労働市場から見た教育」「教育

成果の要因分析」「教育の産業分析」「教育需要の決定要因」「教育と社会階層」という

６つのテーマに関し、日本でこれまでに行われた実証研究をサーベイしている。この内、

「教育と社会階層」分野の論文サーベイから、父親の学歴や職業、所得が子どもに影響を

及ぼし、また、親の所得が高いほど子どもは偏差値の高い大学に入学することができ、将

来の所得が高くなる傾向にあるとしている。  

佐藤ら(2007)は、所得階層の世代間移動分析の重要性を唱え、親の所得を計算式により

推定し本人所得と親の所得の相関を分析している。そして、親の所得が高いほど、本人所

得も高くなっているという傾向を示している。また、所得の世代間移動を分析し、富裕の

連鎖が生じていると主張している。さらに、出身階層が教育達成にも強く影響しているこ

とを明らかにしている。	
 

第２項 幼児期の学習環境と学歴、雇用形態、賃金の関係  
戸田ら(2014)は、幼少期の家庭環境や非認知能力が、学歴や雇用形態、賃金にどのよう

な影響を与えているかを検証し、以下の３つの点を明らかにしている。まず第１に、認知

能力(15 歳の成績)については、非認知能力や幼少期の家庭環境をコントロールしても、学

歴や雇用形態、賃金に対し有意に効いている。第２に、幼少期の学習環境については、学

歴に対して家庭環境が有意に影響を与えるが、就業以降、家庭環境の影響は弱まる。蔵書

の多いまたは暮らし向きが良い家庭で育った人ほど大学を卒業する可能性は高くなり、賃

金が高くなる影響が見られる。第３に、非認知能力について勤勉性を表す高校時の無遅刻

については、学歴、初職及び現職の雇用形態について正の影響を与えている。賃金に対し

ては直接的な影響は見られなかったものの、勤勉性が外向性の向上などを通し、その後の

人生に与える影響は大きいとしている。  
  

第３項 子どもの意欲と貧困の関連性	
藤田(2012)では、心理学や教育社会学の諸説・知見を用いて発達の諸側面と環境諸要因

との関係を捉え、貧困や経済的格差が子どもの発達に影響を及ぼすかに関する仮説的な概

念図を提示している。自己意識・自尊心、意思・意欲などの心理的・精神的発達は対人関

係・社会関係の形成などの文化的・社会的発達の諸側面は影響しあっている。これらの発
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達に生理的・身体的・運動的発達を加えた３要素で、本来、子どもはアイデンティティを

築くが、昨今、失業・貧困・社会的排除、教育機会の格差化などの現代的な歪みが発生し

ており、これらの歪みはマズローの指摘した５つの欲求全ての充足基盤となる環境の劣化

と機会に影響を及ぼしていると仮定し、生理的欲求、安心欲求、帰属欲求、自尊・承認欲

求、自己実現欲求の充足の環境・機会の劣化・格差化に繋がると危惧している。	  
	

第２節 本稿の位置づけ	
 本稿は、上述したように「社会的流動性を促進する鍵は、相対的な貧困にある層の子ど

も達の教育機会の増強にある」との問題意識の下、日本の社会的流動性の実態の詳細分析、

成人後の経済的水準ランクと小学生時の学習環境や学習意欲との関連性分析を行い、今後

の日本の教育のあり方を提言することを目的とする。 

 社会的流動性の分析については、先行研究に比較して、次のような新規性を持つ。小

塩・妹尾(2003)は、教育を通じて所得格差が親子間で継承されている可能性を示唆してい

るが、論文執筆されたのが 2003 年であり、15 年以上前のデータを使用している。これに

対し、本稿では独自のアンケート調査を実施して、最新のデータを用いて分析を行

う。 また、佐藤ら(2007)は、父所得と本人所得の間の世代間移動を分析し、貧困の世代

間固定の連鎖について言及しているが、利用されている父の所得は、計算によって算出さ

れた値である。これに対し、本稿では、父のみならず祖父をも対象として、経済的生活水

準のランクを調査し、３世代の社会移動を、時代による変化に留意しながら分析する。 

次に、成人後の経済的水準ランクと小学生時の学習環境や学習意欲との関連性について

であるが、戸田ら(2014)は幼児期の学習環境や非認知能力が学歴、雇用形態、賃金へどう

影響を与えるかを検証しているのに対して、本稿は、幼児期ではなく、小学生時の学習意

欲に着目して分析を行った。 また、藤田(2012)では子どもの意欲などの心理的発達は、

教育機会の格差化などの現代的問題により妨げられると言及しているが、仮説の域に留ま

っている。よって、本稿では小学生時の周囲の環境が学習意欲に影響を与えていると仮定

し、意欲と成人後の経済的生活水準の関連性、学習環境と意欲との関連性を分析する。 

これらの分析を行った上で、本稿では社会的流動性を促す新しい放課後教育のあり方を

提案する。	  
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第３章 分析 
第１節 検証仮説 
 上述したように、ここでは、日本の社会的流動性の実態の詳細分析と、成人後の経済的

生活水準と小学生時の学習環境や学習意欲との関連性分析を行う。具体的な検証仮説は、

以下の３点である。 

  

仮説１：年々、社会的流動性が低下している。 

 内閣府(2020)より、近年低所得層の貧困化が進んでおり、いわゆる「格差社会化」が進

行していることが分かった。親から子へ、社会階層がそのまま引き継がれる、即ち世代間

における社会階層の相関が強まっているのではないかと考える。 

 

仮説２：小学生時の学習意欲が将来の社会的経済生活水準に影響を与えている。 

 公益財団法人日本財団(2017)より、一般に子どもは年齢が上がるにつれ学力が上昇する

が、生活保護世帯の子どもの学力は 10 歳を境に急激に低下する。また、山口(2013)は、小

学校から中学校までの児童生徒の学力の変化を分析した結果、小学４年生と６年生では

0.762、小学４年生と中学２年生では 0.620 と正の相関が見られ、学力固定化の傾向にある

ことが分かった。これらの結果から、本稿では小学生時の学習面に重点をおいた。 

 

仮説３：小学生時の周囲の環境が学習意欲に影響を与えている。 

 先行研究にて、藤田(2012)は、子どもの環境諸要因と発達の諸側面に関連性を見出して

いるが、あくまで仮説の域に留まっている。本稿では効果的な環境要因について、より具

体的に分析する。 

 

 

第２節 使用データの概要 
 

本稿の実証分析で用いるデータは、研究会代表者と本稿執筆者が共同で行った独自の

Web アンケート調査の結果である。Web アンケート調査の実査は、NTT コム オンライン・

マーケティング・ソリューション株式会社に委託して行った。なお確定的なデータを得る

ためアンケート対象者には、データの使用目的等への同意質問、父と祖父の学歴や経済的

生活水準を認知しているかどうかのスクリーニング質問を行い、同意質問とスクリーニン

グ質問をパスした有効な回答のみを回収した。その結果、入手できたサンプルデータは

1,005件である。回答者は、男性 672件、女性 333件、平均年齢は 53.2歳である。調査項

目は、以下の通りである。 

・性別 

・年齢 

・居住地 

・世帯年収12(20階層) 

 
12	1：収入なし、2：300 万円未満、3：300～400 万円未満、4：400～500 万円未満、
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・職業 

・回答者、父、祖父の最終学歴 

・回答者、父、祖父の経済的生活水準(５階層) 

・小学生の頃の学習環境、学習意欲 

基本統計量は、表１、表２の通りである。 

 

表１ 変数の基本統計量(男：仮説１と２の検証ためのデータ) 

変数名 平均 標準偏差 最大値 最小値 標本数 

世帯年収 6.547 4.489 20 1 672 

回答者の経済的生活水

準(５階層) 
2.948 0.86 5 1 672 

父親の経済的生活水準

(５階層) 
3.124 0.852 5 1 672 

祖父の経済的生活水準

(５階層) 
3.122 0.93 5 1 672 

加工後回答者の経済的

生活水準(５階層) 
3.022 1.366 5 1 672 

加工後父親の経済的生

活水準(５階層) 
3.183 1.35 5 1 672 

加工後祖父の経済的生

活水準(５階層) 
3.173 1.32 5 1 672 

好きな教科があった(ダ

ミー変数) 
0.897 0.304 1 0 672 

楽器、スポーツ、昆虫

採集等興味を持った対

象があった(ダミー変

数) 

0.737 0.441 1 0 672 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19：1，900～2，000 万円未満、20：	2，000 万円以上	
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表２ 変数の基本統計量(回答者全体：仮説３の検証ためのデータ) 

変数名 平均 標準偏差 最大値 最小値 標本数 

放課後、家族や友人、

近所の人など話し相手

がいた(ダミー変数) 

0.893 0.301 １ 0 1005 

親はあなたの進路に関

心を持っていた(ダミー

変数） 

0.748 0.435 1 0 1005 

塾に通った、もしくは

家庭教師がついた経験

がある(ダミー変数） 

0.563 0.496 1 0 1005 

勉学以外の習い事の経

験がある(ダミー変数) 
0.745 0.436 1 0 1005 

大好きな先生がいた(ダ

ミー変数) 
0.507 0.5 1 0 1005 

勉強は叱られるよりも

褒められることで促さ

れた(ダミー変数) 

0.638 0.481 1 0 1005 

自分の将来の夢に周囲

の大人は肯定的だった

(ダミー変数) 

0.656 0.475 1 0 1005 

好きな科目があった(ダ

ミー変数) 
0.885 0.31 1 0 1005 

楽器、スポーツ、昆虫

採集等興味を持った対

象があった(ダミー変

数)) 

0.701 0.454 1 0 1005 

 

(筆者作成) 

第３節 実証分析Ⅰ ３世代の経済的水準の相

関 
第１項 分析の概要 
 実証分析Ⅰでは、「仮説１:年々、社会的流動性が低下している。」を検証するために

「子と父親」「子と祖父」の３世代にわたる経済的生活水準の相関を分析する。なお、相

関係数求める分析方法としては、データが正規分布ではないという理由からノンパラメト

リック順位相関係数を用いる。 

 

第２項 利用する変数 
この分析には、次の３つのアンケートデータを利用する。 

・回答者の経済的生活水準(５階層) 
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・回答者の父親の経済的生活水準(５階層) 

・回答者の祖父の経済的生活水準(５階層) 

  

経済的生活水準については、回答者には、回答者自身、回答者の父、回答者の祖父の経

済的生活水準を、自身・父・祖父それぞれの同世代の中で、５つのランクのどれに属する

(あるいは属していた)かを回答してもらった。この調査方法は、回答者の主観的な判断に

委ねられるということが欠点であるが、フローだけでなく、補足が難しいストック(資産)

の面も考慮されており、回答者の経済的生活水準を総合的に分析できるというメリットが

ある。 

また、仮説１と２の検証では、男性のデータ(672 件)のみを使用する。これは、最近はと

もかくも、これまでの日本社会では、社会的階層の世代間連鎖は、男性においてとくに顕

著と判断したからである。 

年齢区分については、年々社会的流動性が固定化されているという仮定を検証するため、

３つに区分(30-40代、50-60代、70-80代)する。 

 ところで、この経済的生活水準に対する回答をみると、たとえば自身について最高階層

（5）と回答したものが全体の 3.9％、中階層(3)としたものが 55.3％、最低階層（1）とし

たものが 6.2％と、回答者は、客観的な評価ができていないことが分かる。そこで、世帯

収入により、回答者の社会的経済水準を以下の通り５段階に分割した。 

① 300万円未満 

② 300－500万円未満 

③ 500－700万円未満 

④ 700－1,000万円未満 

⑤ 1,000万円以上	
一方、回答者自身と父親、祖父との階層差については正しく認識しているものと判断した。

そこで、アンケート調査の回答から、回答者自身、父親、祖父の階層差を計算し、算出さ

れた上記の５つの階層に、この階層差を足して、父親、祖父の階層を計算した。以上で算

出した階層データを本稿では「加工後」という修飾子13を使って呼ぶ。 

 

第３項 推定結果 
 図 13 は加工前のアンケートの回答データ、図 14 は加工後のデータを利用して、自身と

父、父と祖父の経済的生活水準の順位相関係数を示したものである。図 13の加工前のデー

タでは、30∼40 代、50∼60 代、70∼80 代ともに回答者本人と父親、本人と祖父の間に有意な

弱い相関があることが分かる。つまり、社会的流動性は長期的に固定化されているもので

あった。よって「仮説１：年々、社会的流動性が低下している。」は支持されない結果と

なった。次に、加工後のデータを利用した結果について述べる。加工前と比較して、世代

間の相関の強さを表す係数の値が高まったことが分かる。近年でもなお、世代間の固定が

続いていることが示されたが、長期にわたって世代間固定されていることから、やはり仮

説は棄却された。 

 このように仮説１は指示されなかったが、子の階層は父親、さらに祖父と３世代に遡り

影響を受けていることが明らかとなり、社会的流動性が固定化されている、という本稿の

問題意識、研究目的を裏付ける結果となった。 

 
13	クラス、フィールド、メソッド等の性質を決める予約語のことを言う。	
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図 13 ケンドールの順位相関係数 

 
***P<0.001 **P<0.01 *P<0.05                   (筆者作成） 

図 14 ケンドールの順位相関係数(加工後データ) 
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第４節 実証分析 II 小学生時の意欲と経済的

生活水準 
第１項 分析の仮説と概要 
本節では、「仮説２：小学生時の学習意欲が将来の社会的経済生活水準に影響を与えて

いる。」を検証するために、小学生時の意欲と経済的生活水準との関連性について分析す

る。分析方法としては、被説明変数が順序変数であるため、順序ロジスティック回帰分析

を選択した。 

 

第２項 利用する変数 
 実証分析Ⅱでは、加工後の経済的生活水準、小学生の頃の学習意欲２項目の質問から得

たデータを用いて分析する。 

(1) 目的変数 

・加工後の回答者の経済的生活水準(５階層) 

第２節にて加工した収入のみを判断基準とするデータを使用する。 

(2) 独立変数 

・小学生時、好きな教科があったか(ダミー変数) 

・小学生時、楽器、スポーツ、昆虫採集等興味をもった対象があったか(ダミー変数) 

 本稿では、他からの強制力が無くとも教科に対する好奇心があった、という点を学習意

欲を構成する要素と考える。また、鹿毛(2008)は「興味」の感情が生じた場合、より注意

深く観察する、深く調査・観察するという行動が起こると述べている。「興味」の感情が

動機付けの要素の１つとなり、学習意欲を規定する。以上より、上記２項目を本稿では学

習意欲と定義する。  

 

・加工後の父親の経済的生活水準(５階層) 

 実証分析Ⅰにて、父親の経済的生活水準が回答者の階層と強い相関があることが判明し

た。本項目を独立変数に入れることで、父親の階層という大きな影響を持つ要因を除き分

析することができる。 

 

第３項 推定結果 
順序ロジスティック回帰分析の結果は以下の通りである(表３、表４の上段参照)。

結果として、「好きな教科があった」「楽器、スポーツ、昆虫採集等、興味を持った

対象があった」の２項目共に、本人の経済的生活水準の階層に正に有意の効果を持つ

ことが示された。ところで、順序ロジスティック回帰分析について、すべての回帰式

の説明変数の偏回帰係数が等しいという「平行性の仮定」が成り立つかどうかを確か

めるため平行性の検定を行ったが、帰無仮説が棄却された。このため、多項ロジステ

ィック回帰分析を併せて実施した(表３、表４の下段参照)。多項ロジスティック回帰

分析においても、「好きな教科があった」「楽器、スポーツ、昆虫採集等、興味を持

った対象があった」の２項目共に、本人の経済的生活水準の階層に正に有意な関係に

あることが示されている。 

 



ISFJ2020 最終論文 
 

28 

 

表３ 小学生時の好きな教科の有無と経済的生活水準 

 

順序ロジスティック回帰分析 

独立変数 
95%信頼区間 

β 下限 上限 Wald P 

父親の階層 1.994 1.764 2.124 448.863 0.000 

好きな教科があった 0.595 0.103 1.088 5.613 0.018 

平行線の検定 

モデル -2 対数尤度 カイ 2乗 自由度 P 

帰無仮説 201.313    

一般 195.818 5.495 6 0.482 

疑似 R2乗 

Coxと Snell 0.645 

Nagelkerke 0.673 

McFadden 0.324 

 

多項ロジスティック回帰分析 

 2 3 4 5 

切片 β -2.218*** -5.348*** -9.552*** -16.256*** 

 標準偏差 0.498 0.689 0.923 1.295 

父親の階層 β 1.197*** 2.175*** 3.261*** 4.601*** 

 標準偏差 0.181 0.214 0.253 0.308 

好きな教科が 

あった 

β 0.445 0.702 0.867 1.827** 

 標準偏差 0.408 0.513 0.586 0.684 

疑似 R2乗 

Coxと Snell 0.625 

Nagelkerke 0.651 

McFadden 0.307 

参照カテゴリ:1 

***P<0.001 **P<0.01 *P<0.05  

(筆者作成) 
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表４ 小学生時の興味を持った対象の有無と経済的生活水準 

順序ロジスティック回帰分析 

独立変数 
95%信頼区間 

β 下限 上限 Wald P 

父親の階層 1.943 1.764 2.123 448.272 0.000 

楽器、スポーツ、昆

虫採集等、興味を持

った対象があった 

0.391 0.056 0.726 5.228 0.022 

平行線の検定 

モデル -2 対数尤度 カイ 2乗 自由度 P 

帰無仮説 209.489    

一般 204.131 5.358 6 0.499 

疑似 R2乗 

Coxと Snell 0.645 

Nagelkerke 0.672 

McFadden 0.324 

 

多項ロジスティック回帰分析 

 2 3 4 5 

切片 β -2.212*** -5.182*** -9.518*** -15.453*** 

標準偏差 0.425 0.574 0.801 1.159 

父親の階層 β 1.224*** 2.199*** 3.284*** 4.605*** 

標準偏差 0.183 0.216 0.254 0.308 

楽器、スポーツ、 

昆虫採集等、興味を

持った対象があった 

β 0.482 0.592 0.973* 1.209** 

標準偏差 0.295  0.348 0.410 0.457 

疑似 R2乗 

Coxと Snell 0.624 

Nagelkerke 0.651 

McFadden 0.306 

参照カテゴリ:1 

***P<0.001 **P<0.01 *P<0.05  

(筆者作成) 
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第５節 実証分析Ⅲ 小学生時の意欲と周囲の

環境 
第１項 変数選択 
 実証分析Ⅲでは、「仮説３：小学生時の周囲の環境が学習意欲に影響を与えている。」

を検証するため、独自のアンケート調査において調査した表５の項目を用いて分析する。

なお、実証分析Ⅱまでは男性のみのデータを使用していたが、本節では男女のデータ

(1,005 件)を使用する。小学生時の学習意欲と周囲の環境については男女で区別は無いと

考えたためである。 

表５ ダミー変数と詳細 

ダミー変数 詳細 

放課後ダミー 

放課後、家族や友人、近所の人など話し相

手がいた人を｢１｣、いなかった人を｢０｣と

する 

親の関心ダミー 
親が自分の進路に関心を持っていた人を

｢１｣、持っていなかった人を｢０｣とする 

塾・家庭教師ダミー 
塾に通った、もしくは家庭教師がついた経

験がある人を｢１｣、ない人を｢０｣とする 

習い事ダミー 
勉学以外の習い事の経験がある人を｢１｣、

ない人を｢０｣とする 

先生ダミー 
大好きな先生がいた人を｢１｣、いなかった

人を｢０｣とする 

褒めるダミー 

勉強は叱られるよりも褒められることで促

された人を｢１｣、されなかった人を｢０｣と

する 

夢肯定的ダミー 

自分の将来の夢に周囲の大人が肯定的だっ

た人を｢１｣、そうでなかった人を｢０｣とす

る 

好きな教科ダミー 
好きな教科があった人を｢１｣、なかった人

を｢０｣とする 

興味ダミー 

楽器、スポーツ、昆虫採集等興味を持った

対象があった人を｢１｣、なかった人を｢０｣

とする 

  

                                （筆者作成） 

(1)目的変数 

小学生時の意欲 

・好きな教科ダミー 

・興味ダミー 
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(2)独立変数 

小学生時の周囲の環境 

・放課後ダミー 

・親の関心ダミー 

・塾・家庭教師ダミー 

・習い事ダミー 

・先生ダミー 

・褒めるダミー 

・夢肯定的ダミー 

 

第２項 推定結果 
 実証分析Ⅲは、ダミー変数を使用した２項ロジットモデルを用いて分析を行った。推

定結果は表６、表７のとおりである。また、表８は、２つの分析結果を総括したものであ

る。「好きな教科があった」「興味を持った対象があった」の２項目共に、「放課後、家

族や友人、近所の人など話し相手がいた」の項目が最も有意であることが明らかとなった。

次に共通して正の有意が示されたのは「大好きな先生がいた」「親はあなたの進路に関心

を持っていた」の２項目である。これらの結果から、小学生時の周囲の人間関係の重要性

がわかる。 

また、「塾に通った、もしくは家庭教師がついた経験がある」についてのみ負の結果が

示されたこと、「勉強は、叱られるよりも褒められることで促された」の項目に正の有意

が示されたことから、他からの圧力を受ける環境は学習意欲に逆効果をもたらすと推測で

きる。「興味を持った対象があった」の項目においては、「勉強以外の習い事の経験があ

る」の項目に強い正の有意が示されている。学校外教育の必要性が証明されたと言える。 

小学生時の周囲の環境は、学習意欲に影響を与えており、学習意欲は将来の社会階層に

関係(実証分析Ⅱ)している。小学生時の周囲の環境を整えることで、親の階層とは無関係

に社会階層をより良くすることができる、すなわち社会的流動性を促すことができると言

えるだろう。 
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表６ 小学生時、好きな教科があったと周囲の環境に関する２項ロジスティック分析 

***P<0.001 **P<0.01 *P<0.05 

 

 

表７ 小学生時、楽器、スポーツ、昆虫採集等興味をもった対象があったと周囲の環境に

関する２項ロジスティック分析 

 

 

***P<0.001 **P<0.01 *P<0.05 

 

 

 

 

 

 周囲の環境 

 回帰係数        EXP β） 

好きな教科ダミー   

放課後ダミー 1.037*** 2.822 

親の関心ダミー 0.654** 1.924 

塾・家庭教師ダミー -0.313 0.731 

習い事ダミー 0.366 1.441 

先生ダミー 0.781** 2.184 

褒めるダミー 0.925*** 2.522 

夢肯定的ダミー 0.155 1.168 

N 1005 

-2 対数尤度 605.191ª 

Cox-Snell R2乗 0.107 

Nagelkerke 0.210 

 周囲の環境 

 回帰係数       EXP β） 

興味ダミー	   

放課後ダミー	 1.159*** 3.188 

親の関心ダミー	 0.503** 1.654 

塾・家庭教師ダミー -0.142 0.868 

習い事ダミー 0.776*** 2.172 

先生ダミー 0.522** 1.686 

褒めるダミー 0.340* 1.405 

夢肯定的ダミー 0.452** 1.571 

N 1005 

-2 対数尤度 1051.553ª 

Cox-Snell R2乗 0.147 

Nagelkerke 0.211 
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表８ 結果のまとめ 

 
***P<0.001 **P<0.01 *P<0.05                   (筆者作成) 

 

 

第６節 放課後まなび教室、共同学童保育所へ

のヒアリング調査とその考察 

  

第１項 ヒアリング調査の概要 

 実証分析にて、小学生時の周囲の環境、なかでも「放課後、家族や友人、近所の人など

話し相手がいた」の項目が「好きな教科があった」「楽器、スポーツ、昆虫採集等興味を

持った対象があった」の学習意欲２項目に対して正の有意な関係があることが示された。

この結果から、本稿では小学生時の放課後の過ごし方に焦点を当てる。よって、現状を把

握するため、2020 年 11月に京都市内２箇所でヒアリング調査を行った。 

文部科学省が所轄する「放課後子ども教室推進事業」において、京都市(2020)によると、

京都市では平成 19年度から「放課後まなび教室」を運営している。「放課後まなび教室」

とは、子どもたちの学習の習慣づけを図る「自主的な学びの場」と「安心安全な居場所」

を提供する取り組みであり、京都市立の全小学校で実施している。本稿では、京都市内の

小学校に訪問し、放課後まなび教室にてヒアリング調査を行った。 

 また、比較対象として京都市内の共同学童保育所を訪問した。厚生労働省(2020)より、

日本において、学童保育は「放課後児童健全育成事業」と呼ばれ、厚生労働省が所轄する。

これは、保護者が労働等により昼間家庭にいない児童を対象とし、授業の終了後等に小学

校の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えている。 

  

第２項 ヒアリング調査結果 

 
好きな教科が 

あった 

興味を持った対象が

あった 

放課後ダミー ＋***  ＋*** 

親の関心ダミー  ＋**  ＋** 

塾・家庭教師ダミー  −  − 

習い事ダミー  ＋  ＋*** 

先生ダミー  ＋**  ＋** 

褒めるダミー  ＋***  ＋* 

夢肯定的ダミー ＋  ＋* 
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 「放課後まなび教室」「共同学童保育所」にて、費用、利用時間、設備、児童の過ごし

方、スタッフについて主にヒアリングした。調査結果の詳細は下記の通りである。 

  

・費用 

 放課後まなび教室では年間保険料のみの 800 円であるのに対し、学童は入会費 5,000 円

に加え、学年により差異はあるが、平均して年間 155,000円と高額である。 

・利用時間 

 放課後まなび教室は放課後１時間と時間が限られており、また高学年、低学年によって

曜日が分けられている。学童は比較的長時間、自由に利用することができ、平日だけでな

く土曜、長期休暇も開所している。 

・設備 

 放課後まなび教室は、運営のために解放されている場所が少なく、児童に不便を強いる

点が多々ある。スタッフが問題視していた点としては、学校側より提供されている会議室

の机は低学年児童の背丈に合わず、勉学に集中させられないということが挙げられた。学

童では施設の狭隘、老朽化問題が挙げられる。しかしながら、放課後まなび教室と比較し

て、おもちゃや外庭の提供など、遊びの設備が充実しているという特徴がある。 

・児童の過ごし方 

 放課後まなび教室は習慣的に宿題を行い、余った時間を自由に使わせる。図書館を利用

し読書をする児童が多い。学童は学習面よりも自由に遊ぶことを重視しているため、児童

が自らの意思で何をして遊ぶかを決める。学年によらず、共に集団遊びや室内、外遊びを

して過ごしている。 

・スタッフ 

 放課後まなび教室は地域の高齢者のボランティアが多く在籍する。特に資格は問われな

い。学童については、一定数、放課後児童支援員の資格を有するスタッフが必要とされる。 

  

表９ ヒアリング調査結果 

 	 放課後まなび教室	 共同学童保育所	

費用(年間)	 保険料 800円	
平均 155,000円	

(学年により変動あり)	
※入会費 5,000円	

利用時間	

・高学年＝月曜、水曜、金

曜	
・低学年＝月曜、水曜	

・１時間	

・月曜〜金曜	
12:00〜18:00	

・土曜８:30〜18:00	

設備	
・学校内施設利用	

・利用できる場所が少ない

(図書館、会議室等)	

・老朽化が進んでいる	
・本やおもちゃ、遊びの充

実	
・利用者数に対し施設が小

さい	
・外遊び設備の充実	

過ごし方	
・習慣として宿題	

・自由に図書館を利用	
・自習プリント	

・自由に過ごす	
・学年による違いはない	
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・学習等は強制的に行わな

い	
・集団遊び	

・室内、外遊びの充実	

スタッフ	
・ボランティア(地域の高

齢者が多数)	
・特に資格必要なし	

・一定数放課後児童支援員

の資格必要	
	

(筆者作成) 

  

第３項 ヒアリング調査に対する考察 

 訪問した学童のスタッフが問題視していた現状は、第一に費用、第二に場所の限界につ

いてである。費用については、地方公共自治体からの援助が少なく、運営資金を賄うため

には上記の利用料が必要であり、心苦しい状況であるとのことであった。図 15より、放課

後児童クラブにおける利用者負担は月額平均 4,000円〜6,000円未満が 6,667箇所(30.9%)

と最多であり、次いで 2,000〜4,000 円未満が 4,644 箇所(21.5%)と多い。また利用料減免

措置について、生活保護世帯に措置をとる市町村は 76.2%、ひとり親世帯に対しては 39.7%

であった(厚生労働省,2017)。 

 次に、利用者数に対し施設が小さいということであった。訪問した学童では、分室を作

ることで一時的な措置を施している。この背景には、共働き世帯の増加による学童に対す

る需要増加があり、それは待機児童数に表れているとおっしゃっていた。 

 

 

 

 

 

 



ISFJ2020 最終論文 
 

36 

 

 
 出所:厚生労働省(2017)『地域児童福祉事業等調査結果の概況』より引用 

図 15 放課後児童クラブにおける平均月額利用料金 

 

  

図 16より、登録児童数、待機児童数が年々増加している一方、放課後児童クラブ数の増加

は緩やかであり、需要に供給が追いついていないという現状の問題がある。高学年の待機

児童数が平成 27年より増加している原因としては、対象児童が小学１〜３年生から、６年

生までに拡大されたことが影響として大きい(厚生労働省,2016)。 
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出所:厚生労働省(2018)『放課後児童クラブ関連資料』より引用 

図 16 クラブ数、登録児童数及び利用できなかった待機児童数の推移 

 

  

 ヒアリングを行った放課後まなび教室における問題点として、まず利用日数が週に２、

３日であり、利用時間が１時間と短いことが挙げられる。利用日数について、京都市

(2020)より「放課後まなび教室の実施日は，原則として月曜日から金曜日までの週５日と

する。ただし，各学校の状況等により，実施日を週３日又は週４日とすることができる。」

と記載されている。また、利用時間については、同じく京都市(2020)より「放課後まなび

教室の実施時間は，授業日にあっては授業終了時から午後６時まで，長期休業日にあって

は午後２時から午後６時までとする。ただし，学校の状況，季節その他の理由により，午

後６時以前に終了することができる。」と示されている。以上から分かる通り、利用日数、

時間共に各学校の裁量にある程度委ねられており、児童の放課後の充実を図れていない可

能性がある。  

 また、児童の過ごし方についても制限がないため、学校によっては放課後まなび教室に

重点を置ける余裕がない場合もあり、解放されている設備が少ない等児童に不便を強いる

点や内容が貧しくなる点が問題として挙げられる。加えて、スタッフに関して、学童が放

課後児童支援員の資格を持つ者を一定数配置することを義務化していることに対し、放課

後こども教室は地域のボランティアであり、指導員に関しても各々のクオリティが高く統

一されているとは限らない。  

 以上の点から、小学生時の放課後の過ごし方について、改善の余地は十分にあると言え

る。  
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第４章 政策提言 

第１節 政策提言の方向性 

 分析より、小学生時の周囲の環境は、学習意欲に影響を与えており、学習意欲は将来の

社会階層に大きく関係していることが明らかとなった。このことから、貧困層の児童も富

裕層の児童と平等に意欲及び学力等、個人が持つ能力を引き出す機会の確保、さらに周囲

の環境の整備が重要であることが示唆される。つまり、小学生時の周囲の環境を整えるこ

とで、経済的生活水準を上げることができ、社会的流動性を促すことができると考察した。

実証分析Ⅲにて、小学生時の周囲の環境と学習意欲の関連性を分析した結果、「放課後、

家族や友人、近所の人など話し相手がいた」の項目において正の有意が示された。この結

果より行ったヒアリング調査にて判明した改善点を踏まえ、新たな放課後教育のあり方を

提案する。 

 また、政策提言の前提として、現状分析にて前述した「新・放課後総合プラン」を参照

する。厚生労働省と文部科学省が連携する「新・放課後総合プラン」では、放課後児童ク

ラブと放課後子ども教室の一体化が推進されている。ヒアリング調査にて、放課後児童ク

ラブに対する需要が増加していることで、諸問題が発生していることについて述べた。待

機児童数の増加に新しいクラブの創設が追いついていないこと、増加する利用者数に対し

施設が狭いことの２点である。 

 これらの問題を解決するため、収容人数の大きい学校で放課後児童クラブと放課後子ど

も教室を一体化した活動を行う。一体化するという点には、ヒアリング調査結果にて前述

した各事業の欠点を補い、利点を活かすという意味合いも含む。 

 本稿では、上記の方向性、前提より新たな放課後の教育事業を提言する。なお、事業の

コンセプトを放課後教室に参加した児童が、新たな分野に触れ興味を持つこと、すなわち

「ときめき創造」と名付け、事業名を『ときめき きらめき 教室』とする。本コンセプト

の下、事業に参加した児童が将来活躍する人材となることを目的とし名付けた。名前につ

いては、日本学術復興会による「ひらめき ときめき サイエンス」に想を得ている。 

 「ときめき きらめき 教室」における政策立案は、以下の２点に絞ることとする。詳細

や根拠については第２節以降に記す。 

  

【政策提言Ⅰ】『ときめき きらめき 教室』運営内容の制度化 

・利用時間、日数の規定 

・カリキュラムの詳細決定 

  

【政策提言Ⅱ】『ときめき きらめき 教室』における良質な運営スタッフの提供 

・各小学校に一定数、事業運営正社員の駐在 

・ボランティアスタッフの継続 

・教職課程における放課後実習の義務化 

 

 本稿の問題意識より、貧困児童の滞在的な能力を引き出すことを目的としているため、

利用料は完全に無料とする。 
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第２節 政策提言Ⅰ:『ときめき きらめき 教

室』運営内容の制度化 

  

〈提言対象〉 

厚生労働省、文部科学省 

 

〈内容〉 

⑴国が、『ときめき きらめき 教室』の利用時間、日数を規定する。	
 東京都産業労働局(2017)より、就業規則上の終業時間は、17 時から 17 時 30 分が調査対

象の事業所及び従業員の 33.9％と最多であり、次いで 17 時 30 分から 18 時が 25.9％とな

っている。また、18時以前が終業時間となっている対象は、全体の 83.5％を占める。共働

き世帯による放課後教育に対する需要増加の背景から、利用時間は 18時まで、平日５日間

を義務化する。本稿の目的達成に重要とされる小学生時の学習意欲の向上という点におい

ても、厳格に時間が定められていない現状と比較し、より充実した内容を提供できると考

える。	
 

⑵カリキュラムの詳細について、地方自治体に一任するのでなく国が定める。	
 現状分析にて前述した「新・放課後子ども総合プラン」において、実施内容は地方自治

体に概ね一任されるという仕組みがとられていることから、自治体や学校により提供内容

の差が大きく、充実を図ることができないという欠点がある。	
本章では、カリキュラム内容について、一定の限度国が定めることで以上の欠点の解決

を図る。内容は、学習面のほか、音楽・運動・家庭科・芸術活動・伝統芸能・伝承遊びの

６つを用意する。 

  

表 10 『ときめき きらめき 教室』カリキュラム内容 

必須	 学習 外国語、パソコン、算数パズル、自然観察など	
 	
 	

選択できる項目	
(２つ以上）	

音楽	 合唱、ピアノ、リコーダーなど	
運動	 水泳、球技、ダンスなど	
家庭科	 料理、手芸など	
芸術活動	 図画、工作など	
伝統芸能	 書道、華道、茶道など	
伝承遊び	 あやとり、お手玉、けん玉など	

（筆者作成) 

  

 現状において、放課後教育の実施内容を地方自治体に委ねている理由は、地域構造や特

色による影響が大きいためである。そのため本稿においても、厳密に定めることは避け、

地方自治体にある程度選択の余地を残した上で、充実した内容を提供できる構造をとる。 

 『ときめき きらめき 教室』運営主体は、学習分野は必須として、その他音楽・運動・

家庭科・芸術活動・伝統芸能・伝承遊びの６項目のうち２項目以上を提供内容として取り

入れることを義務とする。詳しい内容については各学校の設備・指導員に差異があるため、

運営主体に委ねることとする。実施内容の指標として、「授業内では行うことのできない
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学ぶ意欲を大いに育む内容を提供する」ことを掲げ、地方自治体がこれに沿い計画書を作

成し、国に提出する。この指標について、学力面では、表 10 にて例を挙げた算数パズル、

自然観察等、学ぶことを楽しいと思えるような内容を提供し、学ぶ意欲及び学力を育ませ

ることを目的とする。その他の面では、習い事のように様々な分野を体験させ、将来の選

択肢、可能性を広げることを期待する。 

 指導員について、副教科の項目については、各項目を専門とする教育実習生を活用する。

(教育実習生の詳細は政策提言Ⅱにて述べる。)伝承遊びについては、地域の高齢者ボラン

ティアスタッフによるものと想定している。 

 また、児童には、学習、その他２つ以上の項目を選択肢として与え、さらに日によって

異なるカリキュラムを選択させることができる。以下の表(表 11)は、１日の詳しいスケジ

ュール例である。 

  表 11 『ときめき きらめき 教室』１日のスケジュール(例) 

 	 児童 A	 児童 B	 児童 C	
〜16:00 宿題、終了後 静か遊び(読書、ボードゲームなど)	
16:00〜18:00	 学習・自然観察	 伝統芸能・書道	 音楽・ピアノ	

（筆者作成) 

  

 学年ごとに時間割が異なる点から、一定時間までを宿題、静か遊び(宿題中の他の児童

が気を散らさないよう静かに遊ぶこと)とする。また、宿題については強制でなく、家で

やることを選択した場合は一定時間まで静か遊びの中で選択させる。 

 

〈政策を打ち出す理由・期待される効果〉 

 分析より、小学生時の学習意欲を示す「楽器、スポーツ、昆虫採集等、興味を持った対

象があった」に対し、「勉学以外の習い事の経験がある」の項目において正の有意が見ら

れた。しかしながら、「塾に通った、もしくは家庭教師がついた経験がある」については、

「好きな教科があった」「興味を持った対象があった」の２項目共に有意な結果は得られ

なかった。これらの結果から、強制され取り組むのではなく、自主的に意欲を育ませるこ

とが重要であると考えた。 

以上の理由より、幅広く充実した放課後教育を提供するカリキュラム内容を提言する。

また、本稿の問題意識である「相対的貧困児童の潜在的な能力を引き出し飛躍させるチャ

ンスが欠けている」という点への解決としても有効であると言える。 

 

 

 

 

第３節 政策提言Ⅱ:『ときめき きらめき 教

室』における良質な運営スタッフの提供 

  

〈提言対象〉文部科学省 
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〈内容〉 

⑴各小学校に一定数、事業運営正社員の駐在 学校との連携 	
 ヒアリング調査にて、放課後児童クラブでは、学校側との連携が取られていないという

現状が明らかとなった。そこで、地方自治体から一定数各小学校に事業運営正社員として

駐在させることで、学校側との連携を強化し、より児童１人１人に適正した環境作りを行

う。 

⑵ボランティアスタッフの継続	
 ヒアリング調査で前述したように、放課後児童クラブは地域の高齢者のボランティアが

スタッフとして積極的に運営に関わっている。この点については、変わらず高齢者のボラ

ンティアを継続させることで地域との繋がりを保ち、さらに伝承遊びといった座学以外の

体験も児童に与えることができる。 

 

⑶教職課程における放課後実習の義務化 	
 分析から、小学生時の学習意欲に正の有意を示した「大好きな先生がいた」の項目によ

り、教員の質の向上、人件費用を抑制することを目的とし、教育実習生を対象に教職課程

における放課後実習の参加を義務化することで、『ときめき きらめき 教室』における良

質な運営スタッフの提供を行う。 

 教育実習生に対しては、放課後実習への参加によって単位修得という形で還元する。参

加を義務化にすることで実習生に教員としての資質能力を向上させるためである。 

 

〈政策を打ち出す理由・期待される効果〉 

 本政策により、実際に教員として活躍する前である大学在学時に、第一線で子供と触れ

合う機会を増やすことで、卒業後により良い教員として活躍することが見込まれる。 

 近年、川崎(2019)によると、小学校の教育現場において教員の質の低下が問題視されて

おり、その背景には教員採用試験実施にあたり採用倍率が低下していることが挙げられる。

教員採用のハードル低下は、教員の資質が欠落した人材までが採用され、教育の質を保つ

上で支障をきたす恐れがある。文部科学省(2006a)では、教員に求められる資質は教育者

としての使命感、人間の成長・発達について深い理解があるか、広く豊かな教養、生徒に

対する教育的愛情等を基準としている。そして、教員養成の課題として文部科学省

(2006b)によると、現状、明確な理念の追求や確立が曖昧な大学があり、教職課程の履修

を通じて、学生に身に付けさせるべき最小限必要となる資質・能力について理解が必ずし

も十分ではないことを論じている。 

 本稿の小学生時の環境と学習意欲との実証分析の結果から、「好きな教科があった」

「興味を持った対象があった」の２項目に対し「大好きな先生がいた」の項目において正

の有意が示された。そのため、学校の教員の質を向上させることにより、児童の学習意欲

を高めることが期待できる。 

 期待される効果としては、まず、教育実習生が放課後実習に参加することで教員として

の資質・能力を向上させることができる。加えて、放課後実習に良質なスタッフを提供す

ることで「大好きな先生がいた」という項目に近い環境づくりができると考察する。 

 さらに、学習意欲に対し正の有意が示された「放課後、家族や友人、近所の人など話し

相手がいた」の項目において、駐在の正社員のほか、地域のボランティア、教育実習生と

多様な話し相手を提供できるという利点がある。このことより学習意欲を上げるほか、非
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認知能力に対して良い効果をもたらすことができると考えられる。戸田ら(2014)より、非

認知能力が学歴や雇用形態、賃金に関連すると検証されているため、相対的貧困層のある

子どもが学力及び社会的階層を飛躍させるという点において有益となると期待できる。   

第４節 政策提言まとめ 

 本章では、貧困児童の滞在的な能力を引き出す機会が少ないという問題意識に対し、

『ときめき きらめき 教室』という放課後教育のあり方を提言した。政策立案Ⅰにて実施

内容の充実、政策立案Ⅱにて良質な運営スタッフの提供について述べた。これらの立案よ

り、小学生時の学習意欲を育むことができ、育まれた意欲がその後の人生の後押しとなり、

その結果として社会的流動性を促進させることができる。 

 また、この政策によった成果を定量的に考察するためには、フィードバックが必要であ

る。そのため、定量的な効果を測る手段として年に一度アンケート調査と学力テストを行

う。 

 

表 12 政策提言まとめ 

 
 

（筆者作成) 

  

 

  



ISFJ2020 最終論文 
 

43 

 

おわりに 

 本稿では、 

・社会的流動性が滞っていること  

・経済的水準と小学生時の学習環境、学習意欲との関連性を調査すること  

を研究目的とし、実証分析を行った。そこからは、社会的流動性が停滞していること、小

学生時の周囲の環境が、学習意欲及び社会的階層に影響していることが分かった。また、

小学生時「放課後、家族や友人、近所の人など話し相手がいた」の項目において、学習意

欲を問う２項目に正の有意が示された。この結果より小学生の放課後教育に着目し、ヒア

リング調査及び考察を通じて、現状の課題を把握した。 

 政策提言では、分析にて小学生時習い事、主体的な学び、好きな先生がいたことが学習

意欲に有効であったことから、「実施内容の充実」「良質な運営スタッフの提供」と２つ

の政策を提言した。内容としては、豊富なカリキュラム数、学校と放課後教育の連携、ス

タッフの質向上により児童の意欲向上を図るものである。 

 しかしながら、本稿の限界として、政策提言は小学生の学習面のみに限っており、中学

校以降の教育について考慮できなかったという点が挙げられる。 

 また、OECD(2018)によると「日本における不平等の水準と、ある世代から次の世代への

流動性を考慮すると、所得階層の最下層の家庭に生まれた子どもが平均所得を得られるよ

うになるまでには、少なくとも４世代分の時間を要する」(p.１)と推定されており、本稿

での定量的な効果を測るには長期的な時間を有すると判断したため差し控えるものとする。

ただし、子どもの学力や非認知的能力はアンケート調査や学力テストにより測ることがで

きるため、年単位でそれらを行うことで一定の政策評価が可能である。 

 また、社会的流動性を促進するための要因は教育だけでなく、経済的要因も強い。これ

らの議論は、今後の課題としたい。 

 本稿の執筆に当たっては、ヒアリング調査にご協力いただいた、京都市内の放課後まな

び教室、共同学童保育所から、貴重な情報提供を得た。加えて、三好博昭教授をはじめ、

多くの方から熱心かつ有益なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。 

 本研究が、社会的流動性を促す教育制度を目指すうえでの一助となることを願い、本稿

を締めくくる。 
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